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一　はじめに
　1　刑事政策論的観点からの「虞犯少年」に関する研究について
　わが国では少年による犯罪や非行をどのように扱うべきか現在盛んに議
論がおこなわれている。とりわけ、平成17（2005）年には、平成12（2000）
年に改正された少年法の附則にもとづいて改正後の法制度が再検討される
ことになっており、そのことが一層議論を活発化させている。犯罪被害者
運動の隆盛を背景にして成し遂げられた今回の改正と同方向に進むか否か
注視すべきところではある。
　しかしながら、こうした議論においては「虞犯少年」（少年法3条1項3
号）についてほとんど関心が払われていないように思われる。もっぱら年
少少年による重大な事件への対応の仕方にのみ注意が向けられているよう
に感じる。それは、こうした類型にあてはまる事件がマスメディアを通じ
て社会の耳目を集めていることに即応してのことであろう。
　しかし、少年による犯罪や非行をどのように扱うべきか根本から考えて
いく場合には、「虞犯少年」に関する制度について考察するすることに大
きな意味があると考える。なぜなら、「虞犯少年」の制度には現行少年法
の基本的な姿勢が明確に現れているといえるからである。成人であれば公
権力からの介入・干渉を受けないような行状であっても、少年がおこなえ
ば公権力からの介入・干渉を受け、不自由を甘受しなければならないこと
さえありうる。「虞犯少年」の制度は、こうした少年法の姿勢を示してい
る。それは、少年と成人の差異を強調し、両者の別異取扱いを認める立場
であるといえる。こうした「虞犯少年」の制度を研究することは、少年法
の基本理念、ひいては少年法制の法理を明確化していく上で重要な意味を
持つものと考える。したがって、こうした研究は、現在盛んに議論がおこ
なわれているような、少年による犯罪や非行をどのように扱うべきかとい
う問題に対しても何らかの示唆を与えうるものとなると考える。
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　本稿は、こうした「虞犯少年」に関する研究の全体的な構想のうちの一
部分をなすものである。全体的な構想の中心的な課題は、わが国の少年法
制における「虞犯少年」の概念を明確化していくことである。この点につ
いては、現在のみならず、過去も、そして将来をも見据えた上で検討して
いきたいと考えている。また、こうした検討は、刑事政策論的観点からお
こなうこととしたい。つまり、犯罪・非行に対する対策がいかにあるべき
か国家的（つまり最大限公的な）視点から工夫されていることを対象的に
把握し現実的に考察する観点に立って「虞犯少年」の制度を検討したいと
　　　　　（1）いうことである。
　そして、このようにわが国における「虞犯少年」概念を国内の法制度と
その運用から明確化するとともに、この概念をアメリカ合衆国の少年司法
にみられる「ステイタス・オフェンダー」（status　offender）の概念と比較
対照してみたい。というのも、この「ステイタス・オフェンダー」の制度
は、わが国の現行少年法における「虞犯少年」の制度の下地とされたもの
であり、その概念は「虞犯少年」に類似した概念といえるからである。両
者の違いを浮き彫りにすることによって、わが国の少年法制上の「虞犯少
年」概念を一層明確化させていきたいと考えている。
　以上のようにして「虞犯少年」概念を明確化することにより、その背後
にある種々の矛盾・対立・葛藤・相克を明らかにしていくことを企図して
いる。最終的には、こうした矛盾や対立が、刑事政策論、とりわけその方
法論にとって重要な意味を持っているということをも論じるつもりであ
る。
　起点として、まず本稿では、わが国の現行の少年法制における「虞犯少
年」概念を明らかにしていきたい。今後、本稿における考察の結果が、わ
が国で大正11（1922）年に制定された少年法（いわゆる「旧少年法」）の下
での「虞犯少年」概念や、アメリカ合衆国の少年司法にみられる「ステイ
（1）　この点に関して、須々木主一『刑事政策論の解説
58年）参照。
第一分冊』（成文堂、昭和
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タス・オフェンダー」概念と比較をおこなう上でも参照点になる。
　2　本稿について
　本稿は、現行の少年法制において「虞犯少年」がどのようなものとして
理解され、運用されているかを明らかにし、それを通じて、この概念が矛
盾相克を内に含んだものであるということを示すことを試みるものであ
る。
　「虞犯少年」は、自然な存在ではない。公権力によって有権的に定義づ
けられた存在である。したがって、「虞犯少年」という有権的な定義づけ
が、公権力によってどのようにおこなわれているか分析する必要がある。
そこで、公権力の所在をその機能にしたがって三つの側面に分けながら、
「虞犯少年」という定義づけを考察することにしたい。
　第一に、立法という側面から考察する。ここでは、現行少年法の「虞犯
少年」の規定が、どのような経緯で立法機関により法制化されたのかとい
う問題を中心にして検討する。また、現行少年法の制定以前の状況や制定
以後の改正の動向についても補足的に言及する。この第一の点について
は、「二　『虞犯少年』についての立法上の経緯」で論じることにする。
　第二に、司法という側面からの考察をおこなうことにしたい。ここで
は、司法機関によって「虞犯少年」の規定がどのように解釈され、運用さ
れているのかという観点から検討する。この第二の点にっいては、「三
司法の場における『虞犯少年』」で論じることにする。
　第三に、行政という側面から考察したい。ここでは、「虞犯少年」とそ
れ以外の少年が、行政機関ではどのように区別されているのかという問題
を中心にして検討する。この「虞犯少年」以外の少年としては、「犯罪少
年」（少年法3条1項1号）や「触法少年」（同項2号）、あるいは「不良行
為少年」（少年警察活動規則2条6号）や「不良行為をなし、又はなすおそ
れのある児童」（児童福祉法44条）、そしてそれらにも該当しない少年（児
童）などが考えられる。このうち、とりわけ区別する基準が曖昧であると
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される「不良行為少年」や「不良行為をなし、又はなすおそれのある児
童」と「虞犯少年」の関係に注目したい。また、この箇所では、矯正保
護、児童福祉、少年警察活動といった三種の行政上の活動から考察をおこ
なうこととする。これらの活動では、「虞犯少年」とそれ以外の少年の区
別がとりわけ重要な意味を持っているからである。こうした第三の点につ
いては、「四　行政上の措置と『虞犯少年』」で論じることにする。
　以上の考察を通じて、「虞犯少年」の概念が、公権力によりどのような
ものとして定義づけられ、運用されてきたのかを明らかにしていく。そし
て、「虞犯少年」概念の構造を明確化していくなかで、この概念が伴なう
矛盾相克を示していくことにする。
二　「虞犯少年」についての立法上の経緯
　まず、立法という側面から「虞犯少年」の概念を検討したい。ここで
は、はじめに、後述部分の前提として現行少年法の制定以前の状況につい
て概観する。そのうえで、現行少年法の制定過程で「虞犯少年」の規定が
どのように扱われ、法文化されるに至ったのかを検討していく。最後に、
補足的ではあるが、現行少年法の制定以後の改正論議において「虞犯少
年」の規定がどのように扱われたのかについても触れることにする。
　1　現行少年法の制定以前の状況
　この点については、別稿で詳しく論じることを予定しているので、本稿
では後述の部分に深く関わる事実についてだけ摘示しておきたい。
　（1）　旧少年法の制定以前の状況
　大正11年に旧少年法が制定される以前の段階では、現在であれば「虞犯
少年」に該当しうる少年をも含む「不良少年」に対する措置は一括して内
務省の管轄下にあった。
　まず、内務省が管轄する警察によって「不良少年」の取締がおこなわれ
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ていたことが挙げられる。明治7（1874）年に警保寮が内務省に設置され
て以来、「不良少年」対策をも含む警察活動は内務省によって管理運営さ
　　（2）れていた。こうした体制は、警保寮が、明治10（1877）年に警視局として
解消発展し、明治14（1881）年には警保局と改称されながらも、第二次世
界大戦後まで継続した。
　また、明治22（1889）年の監獄則改正により情願懲治が廃止されるま
で、内務省が管轄する監獄の一種である懲治場において「不良少年」に対
　　　　　　　　　　　　（3）する懲治矯正がおこなわれていた。この情願懲治の制度のもとでは、尊属
親が願い出ることにより手に余る「不良少年」を懲治場に収容しうるもの
とされていた。こうした情願懲治の制度が廃止されると、「不良少年」に
ついては、もっぱら私立感化院がその受け皿となった。
　その後、明治33（1900）年には感化法が制定され、内務省が感化事業を
　　　　　　　（4）統括することになった。感化法では、公立感化院の設置が規定されていた
（2）　秋山寵三＝小池良美編『警察制度百年史〔改訂再版〕』（警察制度調査会、昭和
50年）41頁以下、大日方純夫『近代日本の警察と地域社会』（筑摩書房、2000年）
22頁以下参照。
（3）情願懲治については、まず明治5（1872）年の監獄則並図式の「興造　第十条
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　こと懲治監」において、「平民其子弟ノ不良ヲ憂フルモノアリ此監二入ンコヲ請フモノ
ハ之ヲ聴ス」と定められた。その後、明治14（1881）年に改正された監獄則では次
のように定められることとなった。
　第十八条　放恣不良ノ者ヲ懲治場二入レ矯正帰善セシメント其尊属親ヨリ願出ル
　　トキハ第二十条第一項ノ例二照シテ処分スヘシ
　　矯正帰善ノ為メ懲治場二入ルヘキ者ノ年齢ハ満八歳以上満二十歳以下ヲ限トス
　第十九条　懲治人ト称スルハ左二記載シタル者ヲ云フ
　二　尊属親ノ請願二由テ懲治場二入タル者
第二十条　前条第二款二記載シタル懲治人ハ戸長ノ証票ヲ具スルニ非レハ入場ヲ
　許サス但在場ノ時間ハ六個月ヲー期トシニ年二過ルヲ得ス
　入場ヲ請ヒシ尊属親ヨリ懲治人ノ行状ヲ試ル為メ宅舎二帯往セント請フトキハ
　其情状二由リ之ヲ許スヘシ
　このように、明治5年の監獄則並図式では平民の子弟に限られていた情願懲治
が、明治14年の監獄則の改正により尊属親が願い出た場合一般へと対象範囲が拡大
された。
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（1条、2条）他に、私立感化院を「代用感化院」として用いうるとされて
　　　（5）いた（4条）。この感化法によると、収容対象者の一つとして「地方長官
二於テ満八歳以上十六歳未満ノ者之二対スル適当ノ親権ヲ行フ者若ハ適当
ノ後見人ナクシテ遊蕩又ハ乞再ヲ為シ若ハ悪交アリト認メタル者」（5条
　　　　　　　　（6）1号）が挙げられていた。こうした収容対象者としての「不良少年」の範
囲は、その後、明治41（1908）年の感化法の一部改正により拡大された。
改正された感化法では、5条1号が「満十八歳未満ノ者ニシテ不良行為ヲ
為シ又ハ為スノ虞アリ且適当二親権ヲ行フモノナク地方長官二於テ入院ヲ
必要ト認メタル者」と改められ、「満八歳以上十六歳未満」が「満十八歳
未満」に引き上げられた。その他にも、「十八歳未満ノ者ニシテ親権者又
ハ後見人ヨリ入院ヲ出願シ地方長官二於テ其ノ必要ヲ認メタル者」（同条
2号）も新たに収容対象者とされ、親権者や後見人による入院の出願も認
められるようになった。
　このように、旧少年法が制定されるまでは、「虞犯少年」をも含むよう
な「不良少年」に対する教育的措置は内務省がその責を任じられていた。
（4）感化法の制定にあたっては内務省監獄局が中心的な役割を果たしていたが、同
法が公布された1ヶ月後には司法省官制の改正により監獄業務が司法省に移管され
ることとなった。そのため、感化法は、内務省地方局府県課の主管とされた。その
後、感化法の主管は大正6（1917）年に新設の内務省地方局救護課に移り、後に救
護課は社会課と改称され、大正9（1920）年に社会局に昇格し、昭和13（1938）年
には解消発展する形で厚生省となった。（重松一義『少年懲戒教育史』（第一法規、
昭和51年）381頁、727頁参照）。
（5）　しかし、私立感化院の多くは「代用感化院」とされることに「戸惑いと拒否反
応」を示したとされる。公立感化院が無宗教という方針であることから、留岡幸助
の家庭学校など宗教色の濃い私立感化院は「代用感化院」になることを拒んだ。
（重松一義『少年法の思想と発展』（信山社、2002年）86頁）。
（6）　明治33年の第14回帝国議会に提出された感化法案の提案理由書には、「乞再、
遊蕩者等犯罪ノ虞アル不良少年、懲治場二留置スヘキ幼者及懲戒場二入ルヘキ者ヲ
収容シ適当ナル感化教育ヲ施ス為感化院ヲ設置セシムルノ必要アリト認ム。是法案
ヲ提出スル所以ナリ」と記されており、「犯罪ノ虞アル不良少年」に対する感化教
育の必要性が強く意識されていたことがわかる。（重松・同上78頁参照）。
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　（2）　旧少年法の制定と「虞犯少年」の規定
　しかし、大正11年に制定された旧少年法では「虞犯少年」をも保護処分
の対象として扱うこととなった。この旧少年法は司法省の所管であった。
旧少年法4条1項では、「刑罰法令二触ルル行為ヲ為シ又ハ刑罰法令二触
ルル行為ヲ為ス虞アル少年二対シテハ左ノ処分ヲ為スコトヲ得」として、
「虞犯少年」が保護処分の対象となることが示されている。
　この旧少年法上の「虞犯少年」の規定は以下の点で現行少年法上の規定
と相違している。
　まず、現行少年法では3条1項3号で「罪を犯し、又は刑罰法令に触れ
る行為をする」という形で犯罪と触法行為が書き分けられているが、旧少
年法では「犯罪少年」と「触法少年」が区別されていないため、「刑罰法
令二触ルル行為ヲ為ス」には犯罪と触法行為が包含されている。また、現
行少年法では3条1項3号でイから二までの虞犯事由が列挙されており、
犯罪（または触法行為）をおこなう虞があるという虞犯性とともに非行事
実（虞犯事実〉を構成することになるが、旧少年法では「刑罰法令二触ル
ル行為ヲ為ス虞アル」という虞犯性のみが規定されている。さらに、現行
少年法では20歳未満の者を「少年」と定めているため（2条1項）、18歳、
19歳の年長少年でも「虞犯少年」となりうるが、旧少年法では「少年」が
18歳未満の者と定義されていたので（1条）、18歳、19歳の者が「虞犯少
年」として扱われることはない。そして、現行少年法と制度上大きく異な
る点として、旧少年法55条では、「刑罰法令に触ルル行為ヲ為ス虞アル少
年二対シ前三条ノ処分ヲ為ス場合二於テ適当ナル親権者、後見人、戸主其
ノ他ノ保護者アルトキハ其ノ承諾ヲ経ヘシ」と定められており、「寺院、
教会、保護団体又ハ適当ナル者」への委託（52条）、　「少年保護司ノ観察」
（53条）、「感化院、矯正院又ハ病院」への送致または委託（54条）といった
4条1項5号ないし9号所定の継続的保護処分を「虞犯少年」に対してお
こなう場合には保護者の承諾が必要なものとされていた。このことから
は、旧少年法が、少年と保護者の関係という私的領域に関わる事柄に対し
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　　　　　　　　　　　　　　　　（7）て相当程度の配慮を示していたことがわかる。
　こうして、従来、内務省所管の感化法の対象とされていた「不良少年」
のうち一定部分の少年が、「虞犯少年」として司法省所管の少年法の対象
とされた。そのために、旧少年法の制定過程では、内務省と司法省のあい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）だで対象者の管轄や機構をめぐり対立がみられた。後述のように、この対
立はその後も影響を及ぼし続けることになる。
　この点、明治40（1907）年に穂積陳重博士が東京帝国大学法理研究会で
おこなった講演「米国二於ケル小供裁判所」は、こうした対立を予見して
いたともいえる。穂積博士は、「不良少年ノ処分二関スル問題」について
「第一二決定ヲ要スル点」として、「不良少年ノ処分」が「歴史上ノ関係、
犯罪ノ予防、親権及ビ後見ノ剥奪、停止等ノ点ヨリ観テ司法部ノ管轄」
（強調は原文のまま）とすべきか、「国民保護ノ点ヨリ観テ内務部ノ管轄」
とすべきか、あるいは「国民教育ノ点ヨリ観テ文部ノ管轄」とすべきかの
　　　　　　　　　　　　（9）三つにあることを指摘している。このように「不良少年ノ処分」の問題
は、国家の各機関間における管轄争いの種を含むものであったといえる。
　（3）　内務省管轄の措置と司法省管轄の措置
　こうした経緯から、いわゆる「不良少年」とされるような、問題行動を
示す少年に対して公権力の取りうる措置が、二つの系統で並存することに
（7）森田明『未成年者保護法と現代社会一保護と自律のあいだ一』（有斐閣、1999
年）227－229頁参照。
（8）大正8（1919）年に内務省が司法省に対して提示した「少年法案二関スル内務
省意見」では、「少年審判所ノ組織二関スル件」と「少年法ノ支配スル少年ノ最低
年齢二関スル件」につき内務省の見解が示されていた。このうち後者では、「…十
四歳未満ノ者及十四歳以上ト錐モ単二刑罰法令二触ルル行為ヲ為ス虞アル者ノ如キ
ハ之ヲ除外スルヲ適当ナリト信ス」として、14歳未満の全少年と14歳以上の「虞犯
少年」は少年法の対象とすべきではないとの意見が表明されていた。
（9）穂積陳重「米国二於ケル小供裁判所（法理研究会二於ケル講演）」法学協会雑
誌25巻9号（明治40年）1285頁。穂積博士は、続けて最後に次のように結論づけて
いる。「敢テ此問題二関スル将来ノ趨勢ヲ推測スレバ懲治圭義当ウ裸護圭義三移リ
章三伝キ意義三於歩ル教音圭義三痛支ル毛ンヂナル1考1kルノデアリマス」（強調
は原文のまま）。（穂積・同上1285－1286頁）。
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なった。一方は、内務省の管轄する措置の系統であり、他方は、司法省の
管轄する措置の系統である。「不良少年」に対する警察活動や、感化法
（昭和8（1933）年からは少年教護法）にもとづく感化事業（教護事業）など
は前者の系統に属し、旧少年法にもとづいた「虞犯少年」に対する保護処
分などは後者の系統に属していた。
　そして、この構造は、現在の制度にも影響を及ぼしている。というの
も、第二次世界大戦後も、旧内務省主管の措置の系統と、旧司法省主管の
措置の系統が、融合することなく分離したままとなったからである。前者
は行政主体の措置の系統として、後者は司法主体の措置の系統として存続
した。犯罪（または触法行為）にまでは至らないが問題行動のみられる少
年に対して公権力が取りうる措置は、「不良行為少年」に対する少年警察
活動や、「不良行為をなし、又はなすおそれのある児童」への児童福祉法
（少年教護法、児童虐待防止法、母子保護法を吸収し昭和22（1947）年に制定）
にもとづく教護事業（平成10（1998）年からは児童自立支援事業）といった
行政主体の措置と、現行少年法にもとづき「虞犯少年」に対してなされる
保護手続のような司法主体の措置とから構成された。この点は現在でも変
わらず、司法主体の措置と行政主体の措置という形で二つの異なる系統が
並存しているといえる。
　この司法主体の措置と行政主体の措置の相違点と両者の関係について
は、本論文の三と四を通じて検討する。
　2　現行少年法の制定と「虞犯少年」概念
　つぎに、以上の歴史的経過をふまえて、現行少年法の制定過程において
「虞犯少年」の規定がどのように扱われ、法文化されるに至ったのかを検
討する。はじめに、予備的検討として、アメリカ合衆国の少年司法にみら
れる「ステイタス・オフェンダー」の規定と比較しながら、現行少年法の
「虞犯少年」の規定が形式上持つ特徴を確認したい。つぎに、現行少年法
の制定過程を三つの時期に分けながら検討する。まず、第一期は、ポツダ
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ム宣言を受諾し、第二次世界大戦が終結した昭和20（1945）年8月15日か
ら、司法大臣官房保護課が独自に少年法改正の作業を進め、「少年法改正
草案」をGHQ（連合国軍総司令部）のバーデット・G・ルイス博士（Dr．
Burdett　G．Lewis）に提出した昭和22（1947）年1月7日までとする。つい
で、第二期は、昭和22年1月7日から、少年法改正をめぐって司法大臣官
房保護課（後には法務庁少年矯正局）とGHQ民間諜報局とのあいだで折衝
が続いたのち、最終的に「少年法を改正する法律案」が国会に提出された
昭和23（1948）年6月16日までとする。そして、第三期は、昭和23年6月
16日から、国会での審議をへて、法律案が可決されたのち、「少年法」が
公布されることとなった同年7月15日までとしたい。上記の三つの時期の
検討をとおして、立法関与者が「虞犯少年」概念をいかなるものとして構
想していたのか明確化していくことにしたい。
　（1）「ステイタス・オフェンダー」との形式上の相違点
　まず、現行少年法の制定過程を検討する前に、現行少年法の「虞犯少
年」の規定と、その範例とされたアメリカ合衆国の少年司法にみられる
「ステイタス・オフェンダー」の規定とが、形式上いかなる点で相違して
　　　　　　　　　　　（10）いるか簡単に触れておきたい。この相違点を明確にしておくことによっ
て、現行少年法の制定過程を検討する際に、現行少年法の「虞犯少年」の
規定の持つ独自性が一層鮮明になると考えるからである。
　はじめに、「ステイタス・オフェンダー」の定義について簡潔にまとめ
ておこつ。
　「ステイタス・オフェンダー」とは、「ステイタス・オフェンス」（status
offence）をおこなった者のことである。この「ステイタス・オフェンス」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）は文字通り「身分犯罪」と訳されることもある。「ステイタス・オフェン
（10）森田宗一「虞犯少年の問題をめぐって」法律時報29巻8号（昭和32年）11頁参
照。
（11）　阿部純こ「犯罪と虞犯の関係」『少年法一その実務と裁判例の研究一　別冊判
例タイムズ6号』（判例タイムズ社、1979年）89頁等。
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ス」は、「主として、児童の年齢にあるという身分（法定の成人年齢に満た
　　　　　　　　　　　（12）ない者）の点から定義される」。「ステイタス・オフェンス」とは、「大多
数の州では18歳未満の者である児童に向けられた法律に違反することであ
り、成人がおこなえば犯罪とはならないようなものである」。そして、最
も一般的な「ステイタス・オフェンス」は、「ほぼ常に、怠学、家出、夜
間外出禁止違反、アルコール関連の法律違反、タバコの使用、法定年齢未
満の者の賭博、そして実質的にはあらゆる形態での性交（sexual　inter－
course）であった」とされる。
　それでは、こうした「ステイタス・オフェンダー」の規定と「虞犯少
年」の規定は形式上いかなる点で相違しているのだろうか。
　第一に、虞犯性が要件として定められているか否かという点が挙げられ
る。
　現行少年法は、「虞犯少年」の非行事実（虞犯事実）として、3条1項
3号イないし二所定の虞犯事由に該当することを必要とするとともに、同
号本文で虞犯性をも要求している。このように、わが国の現行少年法で
は、虞犯事由と虞犯性がともに「虞犯少年」と判断されるうえで必要な要
件（「虞犯構成要件」）とされている。このことについて詳しくは本稿の三
で検討する。また、こうした現行少年法上の「虞犯少年」の規定は、前述
のように虞犯性のみを要求していた旧少年法上の規定とも異なるものであ
る。
　これに対して、「ステイタス・オフェンダー」の規定では、怠学や家出
といった問題のある行状のみが要件として定められている。したがって、
（12）G．Larry　Mays，“STATUS　OFFENDERS”，MarilynD．McShaneand　Frank
P．Williams　III（eds．），E吻6妙6伽げル瑠づ16加伽，Sage　Publications，2003，
p．355．Cf．Lee　Teitelbaum，“StatusOffensesandStatusOffenders”，MargaretK．
Rosenheim，Franklin　E　Z三mring，David　S．Tanenhaus　and　Bemadine　Dohm
（eds．），。4C6剛％η6ゾル∂6痂」6ルsオ」66，The　University　of　Chicago　Press，2002，p．
159．また、河合清子「ステイタス・オフェンス（Status　Offense）」藤本哲也編
『現代アメリカ犯罪学辞典』（勤草書房、1991年）324－325頁参照。
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虞犯性は明文上要件とされていない。
　第二に、福祉上の保護援助を要する少年と同列に扱われているか否かと
いう点を挙げることができるだろう。
　現行少年法で、「虞犯少年」は、「犯罪少年」や「触法少年」とともに家
庭裁判所の「審判に付すべき少年」とされている（3条1項）。そして、
これらの少年はいずれも「非行のある少年」として保護処分の対象となる
（1条）。このように、現行少年法では、福祉上の保護援助を要する少年は
保護処分の対象とされていない。「虞犯少年」は、あくまでも「犯罪少年
（または触法少年）」に至る前段階にある準「犯罪少年（または触法少年）」
　　　　　　　　（13）として理解されている。
　これに対して、現行少年法制定当時、アメリカ合衆国諸州の少年裁判所
法で、一般的に、「ステイタス・オフェンダー」は、犯罪をおこなった少
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）年ととともに「非行（delinquent）少年」に包含されていた。そして、こ
の「非行少年」の事件は、「放任（neglected）少年」や「要扶助（depen－
dent）少年」の事件といった少年の福祉上の問題に関する事件とともに、
少年裁判所の「専属第一審管轄権」（exclusive　original　jurisdiction）に属
するものとされていた。つまり、いずれの少年も等しく保護監督を要する
少年として捉えられ、少年裁判所の管轄下に置かれていた。「ステイタ
ス・オフェンダー」は、保護監督を要するとされる広範な対象少年の一部
分をなすものであった。その後こうした規定形式は変容したのだが、その
点については別稿で詳しく検討することにする。
　大まかではあるが、「虞犯少年」と「ステイタス・オフェンダー」の両
規定の形式上の相違点を以上のようにまとめることができるだろう。この
理解を前提として以下検討を進めることにする。
（13）　阿部・前掲注（11）89頁参照。
（14）河合・前掲注（12）326－327頁参照。
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　（2）　第二次世界大戦の終結から「少年法改正草案」の提出まで
　つぎに、以上の予備的検討をふまえて、現行少年法の制定過程で「虞犯
少年」の規定がどのように変容されていったかを考察していきたい。ここ
では、前述のように制定過程を三つの時期に分けて考察する。まず、第一
期を考察するが、この時期は、GHQとの本格的な折衝が開始される以前
であり、司法大臣官房保護課が旧少年法の骨格をそのまま残す形で独自に
　　　　　　　　　　　　　　（15）少年法改正の作業を進めた時期である。
　（a）「少年法修正提案」　昭和20年8月15日に、わが国はポツダム宣言
を受諾し、第二次世界大戦が終結した。これ以降、戦後の新体制を構築す
るための法整備が次々とおこなわれていった。少年法の改正に関しては、
翌年の昭和21年6月1日に、戦時中、行刑局と合併されていた保護課が司
法大臣官房に再び設置されてから本格的に始動した。
　だが、司法大臣官房保護課が少年法の改正に乗り出す前に、すでに
G且Qが少年法の改正に関して提案をおこなっていた。というのも、同年
2月6日には、GHQ民間諜報局公安部法律班が司法省当局に対して「少
　　　　（16）　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）年法修正提案」を提示していたとされているからである。
（15）柏木千秋「少年法のできるまで」刑政70巻1号（昭和34年）20－21頁、同「少
年法の位置づけについて」刑法雑誌18巻3・4号（昭和46年）212－213頁、矯正協
会編『少年矯正の近代的展開』（矯正協会、昭和59年）693－694頁、重松・前掲注
（4）873－880頁、同・前掲注（5）125－126頁、同『日本刑罰史年表』（雄山閣、昭
和47年）238－244頁、内藤文質「新少年法立案の経過」家裁月報5巻8号（昭和28
年）47－48頁、波床昌則「新旧少年法の成立過程におけるアメリカ少年法の影響」
司法研修所論集98号（平成9年）413頁、森田・前掲注（7）244－246頁参照。
（16）法務省刑事局『少年法改正資料第1号　少年法及び少年院法の制定関係資料
集』（昭和45年）12－13頁。
（17）　また、同年春には、GHQ側のヴァレンタイン（Valentine）氏によって旧少
年法の運用に関しても調査がおこなわれた。その調査結果は、GHQによる少年法
改正作業の基本資料になったとされる。ヴァレンタイン氏からの質問に対して回答
している「ヴァレンタイン氏ヨリ司法大臣宛報告依頼書ノ回答案」では、旧少年法
のもとでの「虞犯少年」の扱いについても触れられている。回答案の「質問第十七
二対スル回答」の（四）では、施設等への収容を伴なう保護処分は「本人ガcrimi一
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　この「少年法修正提案」では、旧少年法の4条文（7条、10条、11条、
26条〉につき修正・廃止の提案がなされている。具体的には、16歳未満の
少年に刑事処分を課すことを禁止する（7条）などの内容であった。た
だ、「虞犯少年」に関しては何も触れていない。この提案以降1年間は、
GHQが、司法大臣官房保護課による少年法の改正作業に対してほとんど
介入をおこなわなかった。
　（b）「少年法改正草案」　一方、同年8月に、司法大臣官房保護課は、
まず実務家の意見を聞くために全国の控訴院、同検事局、地方裁判所、同
検事局、少年審判所、矯正院に対して少年法、矯正院法、司法保護事業法
（いわゆる「保護三法」）に関し「憲法改正に伴つて改めるべき事項及び其
の他此の際改正を可とする事項」について意見を求めた。その答申を検討
した結果、同年9月には、「新憲法案と抵触して改正を必要とする点は比
較的少ないが、過去の経験に照し、また、新情勢に則応するため改正を可
とする点は相当多岐に亘つているのでこの際ある程度の改正を行うことが
　　　　　　　　　　（18）（19）適当である」との結論に達した。
nal　careerヲ有セズ単二socially　maladjusted　behaviorノ故二少年審判所ノ事件
　トサレテ居ル場合」には保護者の承諾が必要とされているとして、旧少年法55条に
ついて説明がなされている。ここからは「虞犯」が「socially　maladjusted　beha乎
ior」として説明されていたことがわかる。また、「質問第十八二対スル回答」の
（三）では、「少年審判所二受理セラルjuvenile　casesハ少年犯罪者criminals　or
offenders一多タノ場合検事ヨリ送致セラルート社会的不適応者socially　mal－
adjusted　juveniles一多クノ場合本人ノ親ヨリ持込マルートナリ」との回答がなさ
れている。ここからも「虞犯少年」が「socially　maladjustedjuveniles」として説
明されていたことがわかる。なお、ヴァレンタイン氏は、「質問第十七」で非行少
年を施設収容するシステムについて、「質問第十八」で少年事件を処理する組織の
編成について説明を求めている。（「ヴァレンタイン氏ヨリ司法大臣宛報告依頼書／
回答案」『昭和二十一年　終戦連絡事務綴（二）　第一課施制』（法務省矯正研修所附
属矯正資料館蔵〉79－106頁。また、重松・前掲注（4）875－878頁参照）。
（18）柏木・前掲注（15）「少年法のできるまで」20頁。
（19）　また、同年10月11日には、第90回帝国議会衆議院本会議において、「少年法改
正に関する建議案」が可決された。その建議内容は、「政府は速かに少年法を改正
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　司法大臣官房保護課は、同年11月下旬に、少年審判制度の存続を基本と
した部分修正を予定しながら準備草案の起案作業を開始した。そして、同
年12月上旬には、「少年法改正要綱案」、「矯正院法改正要綱案」、「司法保
護事業法改正要綱案」といった準備草案を脱稿した。
　そこで、これら要綱案は、財団法人司法保護協会が組織した司法保護法
改正諮問委員会に提示された。委員会は、保護三法の改正要綱について審
議した結果、少年法の部分的改正と少年年齢を20歳に引き上げることなど
を決定した。
　司法大臣官房保護課は、委員会での審議の結果をまとめ、「少年法改正
草案」、「矯正院法改正草案」、「司法保護事業法改正草案」を作成した。そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）して、昭和22年1月7日に、これらのうち「少年法改正草案」と「矯正院
法改正草案」が、GHQ民間諜報局公安部行刑班主任であり少年法をも担
当するバーデット・G・ルイス博士に提出された。
　この「少年法改正草案」では、4条1項で「刑罰法令に触れる行為をな
し、又は本人の性行、境遇、経歴、その他の事情により、刑罰法令に触れ
る行為を為す虞の顕著な少年に対しては、次に掲げる保護処分をすること
ができる」と定めており、旧少年法4条1項と同様に、「虞犯少年」が保
護処分の対象とされている。
　また、58条2項では、旧少年法55条に規定されていたように、「虞犯少
年」に対して継続的保護処分をおこなう場合には保護者の承諾が必要であ
ると定められている。
　この「少年法改正草案」は、旧少年法と比較してみると「虞犯少年」の
規定に関して以下の点で相違がみられる。
　まず、「少年法改正草案」では旧少年法と比べて「虞犯少年」の対象者
　し、十八歳以上二十三歳までの者を準少年としてこれに追加し、目下激増せる青少
年の犯罪者を刑余者となすことなく、特別の保護を加へられんことを望む。右建議
する」というものであった。（第90回帝国議会衆議院議事速記録55号）。
（20）法務省刑事局・前掲注（16）14－33頁。
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がより年齢の高い者へと拡大されている。というのも、「少年法改正草案」
では、そもそも少年法の対象となる「少年」が「二〇歳に満たない者」と
定められているからである（2条）。「少年」の上限年齢につき旧少年法で
は18歳未満とされていたが、草案では20歳未満へと引き上げられている。
その結果、新たに18歳、19歳の者も「虞犯少年」となりうることになる。
　その一方で、「少年法改正草案」では旧少年法よりも「虞犯少年」の概
念が狭められているといえる。まず、「少年法改正草案」の4条1項では、
旧少年法4条1項と異なり、「本人の性行、境遇、経歴、その他の事情に
より」という制約が虞犯性に対して付加されている。つまり、「刑罰法令
に触れる行為を為す」ことの予測は、漢然とした予測ではなく、明確な事
実に裏打ちされた予測であることが必要であると明示されているのであ
る。また、「少年法改正草案」の4条1項では、虞犯性の程度が「顕著な」
ものであることが要求されている。このことは上記の58条2項にも表われ
ている。この条文でも、「虞犯少年」を指して「刑罰法令に触れる行為を
なす虞の顕著な少年」という言葉が用いられている。このように、「少年
法改正草案」では一貫して「顕著な」虞犯性が「虞犯少年」と決定するう
えでの必要な条件とされている。
　以上のように、「少年法改正草案」では、「虞犯少年」の対象年齢を拡大
する一方で、要件をより厳しくすることによって「虞犯少年」とされる対
象者に絞りをかけている。ここからは、草案作成に関与した者が「虞犯少
年」概念の不必要な拡大を防止しようとしていたことがうかがえよう。た
だ、「少年法改正草案」では、旧少年法と同様に、虞犯性のみが「虞犯少
年」とされるうえでの要件であり、虞犯事由は要件とされていない。ま
た、「犯罪少年」と「触法少年」が区別されていないため、「刑罰法令に触
れる行為を為す」には犯罪と触法行為がともに含まれていることも旧少年
法と変わらない点である。
　以上、現行少年法の制定過程の第一期を考察したが、この時期において
は、司法大臣官房保護課を中心とした立案関係者が「虞犯少年」の規定を
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旧少年法上の規定よりも厳格なものへと変えようとしていたことがわか
る。「虞犯少年」とされるうえでの要件である虞犯性が、単なる虞犯性か
ら、ある程度限定を受けた虞犯性へと修正されようとしていたのである。
